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06 第1章　都市づくりの基本的課題
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資料：各年商業統計

都市づくりの基本的課題

　本町では、平成 23 年 6月第５次新富町長期総合計画の中で、『キラリと輝く元気な新富町』を目指し、町づく
りの主要プロジェクトとして、「暮らし・環境」、「健康・福祉」、「教育・文化・人づくり」、「産業・経済」を設定し
ている。
　また、第四次西都児湯広域市町村圏計画において、「宮崎日南海岸リゾート構想との連携を図りつつ、健康・
保養型のリゾート地づくりを推進すること」と広域的役割を設定している。
　このような本町の将来あるべき姿をめざしたまちづくりを進めていくためには、限られた町域の中に都市機能
を適正に配置していくことが必要である。
　以下では、都市における問題点を踏まえ、都市機能を商業業務機能・工業機能・住居機能・交通機能・
アメニティ機能に分けて、今後取り組むべき都市づくりの課題を整理する。

　本町の商業業務機能は、土地区画整理地区内に立地していた商店が商店街近代化事業の導入により新しい
商店街（るぴーモール虹ヶ丘商店街）として形成された。また、沿道利用型の商業施設が国道 10 号沿線に形成
されつつあるほか、新富町役場周辺に業務機能が形成されつつある。
　近年の宮崎県における購買力の移動は、車社会の発達により郊外型の大規模店舗や都市中心部の商店街へ
流出している。本町においても、近隣市町へ購買力の流出が起こっている。
　このため、中心商業地の基盤整備を促進し車社会に対応した商業魅力の向上を図るなど、定住人口の増加を
図る必要がある。

１. 商業業務機能

１-１ 都市機能

図1-1　商業事業者数・商品販売額
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用途地域と第二種区域が重なる地域
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資料：各年工業統計図 1-4　工業事業所数・製造品出荷額

図1-2　用途地域と航空自衛隊第二種騒音区域

　現在指定されている工業地域は、航空自衛隊の第二種騒音区域に該当しており、移転補償による工場の移
転・流出が進んでいることから、用途地域内の準工業地域の未利用地などを中心に町内に適正に誘導すること
により、町内からの企業の流出を防ぎ、雇用を確保し、まちの活力低下を防止する必要がある。

２. 工業機能

図1-3　第二種騒音区域より移転した工場
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